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1. 会議の文脈 

 

実
施
の
主
体 

カムデン自治区が主催。 
会議の設計・運営等は Invloveが受託実施（一部、
Democratic Societyが支援）。 
学識経験者など 3名によるアドバイザリーボードを設
置、会議の内容や構成のレビューなどを行った（限定
的な機能しか果たせなかったとの評価あり）。 
カムデン自治区のコミュニティ調査員が、会議メンバー
のリストアップや選ばれたメンバーへのサポートを担
当。 

オックスフォード市が主催。 
参加者の募集、会議の設計・運営・記録は、独立した
調査機関である Ipsos MORIが委託実施。 
アドバイザリー・グループ（主要政党・学識経験者・地
元企業・XR・デモクラシー・カフェなどの各代表により
構成）が設置され、専門家の選定やプロセスの設計・
実施を監視。 

リーズ気候委員会（Leeds Climate Commission）
が主催、Shared Futureが運営。 
 ・リーズ気候委員会：気候変動対策を目的に、市・大
学・経済団体・市民団体など 30以上の組織・企業に
より構成する、独立した諮問機関。 
 ・Shared Future：英国で複数の市民陪審を実施し
てきた非営利組織。 
募集要項や陪審員の構成の決定、専門家の選定など
は、市・大学・経済団体・アドボカシー団体など 12名

からなる監督委員会が担当。 

ニューアム自治区（議会）が主催。 
独立した市民団体であるMutualGainが、会議の設
計、専門家の招聘、ファシリテーターの募集と指導、プ
ロジェクト全体の運営を担当。 
Sortition Foundationが、無作為抽出による参加
者の募集を担当。 
地元の利害関係者を代表する人々で構成されるステ
ークホルダー監視グループが設立された。 

内閣評議会（行政府）が設置。 
大臣らで構成する気候変動対策委員会（CCTB）のサ
ブグループとの位置づけ。 
ラルフ・ピーク下院議員を議長、ジェーン・プール・ウィ
ルソン上院議員を副議長として、CCTBのメンバーの
資格で運営。 

ジャージー議会が主催。 
独立した専門家 6名によるアドバイザリー・パネルが
プロセスを監督。 
チャリティー団体の Involve とコンサルタント会社の
New Citizen Projectがデザインとファシリテーショ
ンを担当。 
Sortition Foundationが募集を担当。 

ブライナイ・グエントの住宅の 24％を所有する 4つの
住宅協会が、Blaenau Gwent County Borough 
Council（ブライナイ・グエント州区：BGCBC）、 
Electoral Reform Society Cymru（ウェールズ選
挙制度改革協会：ERS）、Cynnal Cymru（持続可能
なウェールズ：CC）と協力して開催。 
会議の組織と監督のためにステアリング・グループが
設立され、問いとテーマの決定、プロセスの公正性の
確保を担当。 

その他、Sortition Foundation（無作為抽出）、
Mutual Gain（アジェンダ開発・ファシリテーションの
サポート）、Involve（ファシリテーション・トレーニング
の提供）などが協力。 

グラスゴー市（議会）が独立系調査会社 Ipsos 
MORIに委託。 
参加者の募集は Sortition Foundationが担当。 
市（議会）の役員 14名でアドバイザリー・ボードを構
成。 

実
施
の
経
緯 

ジョージア・グールド議長＝市長（労働党）のリーダー
シップに負うところが大きい模様。 
市民団体（XR、Climate Emergency Camdenな
ど）からの呼びかけや、自治区の 10年持続可能性計
画を更新する必要性もあり、市民会議のテーマとして
気候変動対策が選ばれた。 

問いは「私たちは今、気候と生態系の危機に直面して
いる。自治区とその市民は、自然環境を保護・改善しな
がら、気候変動の影響を制限するのに、どのように貢
献できるか？」。 

19年 1月に気候緊急事態宣言。 
また、オックスフォード市は、従来から参加型の意思決
定を市政に導入していた。 
付託事項は「英国は 50年までにネット・ゼロを達成
するための法律を制定している。オックスフォードはより
積極的に、50年より早くネット・ゼロを達成することを

目指すべきか？」 
（主催組織の関心は、「ネット・ゼロを達成するにあた
り、人々はどのようなトレードオフを覚悟しているのか」
を理解することにあった） 

リーズ市は 19年 3月に気候緊急事態を宣言、
2030年までにリーズをカーボンニュートラルにする
ための取り組みを約束。 
市民陪審は、リーズ市のカーボンニュートラルへの移
行に関する「Big Leeds Climate Conversation」
の一環として開催。 

目的は「気候変動という緊急事態へのリーズの対応を
検討し、気候委員会と市内各組織の今後の活動の指
針となる提言を作成すること」。 
付託事項は「気候変動という緊急事態に対して、リー
ズは何をすべきか？」 

ニューアム区（議会）は、19年 4月に気候変動緊急
事態を宣言。その後、気候変動緊急事態対応計画の策
定を開始した。 
その際、「ニューアム・クライメート・ナウ！」という市民
参加プログラムを通じて、この計画策定への市民の意
見を求めた。 

市民会議は、このプロセスの一環として開催。 
「遅くとも 2050年までに炭素ゼロにするという願望
を達成するために、区（議会）と住民はどのように協力
できるか？」を検討し、計画に反映することが目的。 

19年 5月、首席大臣が「2050年までのネットゼ
ロ」を公約。 
20年 9月、ティンワルド（議会）での動議により、内
閣府に「気候変動対策チーム」を設置、報告書作成の
ためにジェームズ・カラン教授を任命。 
20年 1月、カラン報告書をベースとした「第 1期気

候行動計画（20～22年）」をティンワルドが承認。 
後継となる「気候変動対策計画（22～27年）」の策
定に向けて設置されたものと思われる。 

19年 5月、ジャージー議会が気候緊急事態を宣言
し、「人々の力によるアプローチ」を提案。 
環境大臣が発表し、20年 2月に議会で採択された
「カーボン・ニュートラル戦略」において、気候市民会
議を招集することが謳われた。 

20年、BGCBCが気候緊急事態を宣言。 
Blaenau Gwent Public Service Board（公共サ
ービス委員会：PSB）が気候変動対策グループを設立
し、脱炭素行動計画を策定するための枠組みが準備さ
れた。 
同時期、住宅セクターにおける脱炭素化の取り組みの

関連で、住宅協会・ERS・CCが集まり、住宅協会や公
共団体の脱炭素化計画への広範なコミュニティの関
与の方法を議論。 
その結果として、気候市民会議を実施することを決定。 

19年 5月、グラスゴー市（議会）が 2030年までに
ネットゼロ都市になることを掲げ「気候・生態系緊急事
態宣言」を発出。 
21年 11月に国連気候変動会議 COP26がグラス
ゴーで開催されることから、目標達成へのコミットメント
を世界的な舞台で示し、取り組みを活性化させることを

目的に、市民会議の開催を決定。 

時
間
・
場
所
・
予
算 

19年 7月に、平日夜・3時間のセッション×2回、土
曜日・6時間のセッション×1回、計 12時間で実施。 
各回とも軽食あり。会議終了後、150ポンドのバウチ

ャーを供与。 
子ども同伴のメンバーには会場で保育サービスが提
供され、英語に堪能でない参加者のため通訳が用意
された。 

19年 9～10月の 2週末・計 4日間、いずれも
9:30～17:30（うち 15分の休憩 2回＋45分の昼
食休憩 1回）。 

会場は、オックスフォード大学サイード・ビジネス・スク
ール。 
当初予算は 20万ポンド、総費用は約 16万ポンド
（IpsosMORIへの委託費・参加者への謝金・会場
費、広報費などが約 9万ポンド、追加の外注費・人件
費が約 7万ポンド）。 
参加者には、4日間の参加に対して 300ポンドの謝
金が支払われた。 

19年 9～11月に全 9回（平日夜間 8回+日曜終
日 1回）、計 30時間にわたって対面で実施、その後、
関係者約 80名を招待して報告会を開催。 

セッションごとに 25ポンド（全セッションへの参加で
250ポンド）のバウチャー。保育料・旅費の支給の他、
言語サポート等の予算も計上。 

20年 1～2月に、夜 3回と週末 1回の計 4回（計
25.5時間）の会議を対面で開催。 
内訳は、説明会（1月 30日）、専門家セッション（2

月 6日・13日）、熟議（2月 22日～23日）。 
参加者には、250ポンドの謝金が支払われた。 

20年 10月～21年 7月の間に、5回の会議を開催
（第 5回のみオンライン開催）。その間に 5回のウェ
ビナーあり。 

報酬はないが、議員歳費支給法に基づき、妥当な経費
を請求することが可能。 
技術的なトレーニングやサポートは、気候変動対策チ
ームにより適宜提供。 

21年 3～5月に 15回のオンライン会議（zoom）を
開催。各セッションは約 2.5時間。 
必要に応じて技術支援と機材提供を実施。Googleの

リソースエリアに資料や会議の成果物を保管。 
会議は 4つのブロックに分かれて構成。①ジャージー
が直面する気候変動問題と温室効果ガス排出量の紹
介（第 1～4回）、②排出量に対する運輸部門の影響
（第 5～8回）、③排出量に対する家庭部門の影響
（第 9～12回）、④推奨される政策変更を含む提言
への合意（第 13～15回）。 
初期予算は 86,000ポンド（実際の総費用は
191,000ポンド）。 

21年 3月に、週末計 4日（1日につき 5時間）、平
日夜間計 2日（1日につき 1.5時間）の合計 23時
間、オンライン（zoom）で実施。 

ウェールズ政府の「革新的住宅プログラム」を通じて
資金が提供された。予算は 50,000ポンド。 
参加者には 250ポンドが現金またはバウチャーで支
払われたが、ファシリテーター・技術サポート・講演者
など、ほぼすべての役割をボランティアに依存。 
必要に応じてタブレット・Wi-fi ドングルの提供、3時
間の技術サポートの他、障害や介護などには個別に対
応。希望すればウェールズ語での参加も可能。 

21年 8月に、3週間にわたり 5回のセッション（各回
3時間）をオンラインで実施。日程は平日の夜（18-
21時）と土曜の昼（10-13時）が混在。 

謝礼は 250ポンド（現金または電子クーポン）。 
サポートのための追加措置として、セッション前の 1対
1のズームセッション、ノートパソコンやインターネット接
続用ドングルの貸与、言語サポートなど。 
言語サポートが必要なメンバーが 2名いたため、友人
やボランティアによる非公式通訳を手配した（友人やボ
ランティアには、議員と同じ謝礼が支払われた）。 

2. 会議の組織 

包
摂
性
・
代
表
性 

コミュニティ調査員によって、個別の家庭訪問や路上
のコンタクトにより同定された 150名（157名？）の
区民を選出。 
その上で、年齢・性別・人種・居住地区・住居所有形態
を基準に層別無作為抽出を行い、50名（55名？）を
選定。 

他のトピックに関する市民関与のために、すでに無作
為抽出されていた 13,500世帯への葉書郵送をベー
スとした。 
加えて、経験豊富な対面式インタビュアーが市内各所
に出向き、特定の人口統計学的集団に対して
13,000枚の葉書を配布した。 
層別基準は、①性別、②年齢、③民族、④障害、⑤居住
地域。その他、社会階層・学歴・就労状況・在住期間・
支持政党・環境への態度もモニターされた。 
その上で、若年層や人種的マイノリティに対する街頭で
のリクルーティングも行い、50名を選出した。参加者
は 42名。 

募集は Sortition Foundationが担当。 
Royal Mailの住所データベースから無作為抽出した
4,000世帯に案内状を送付。オンライン・フォームま
たはフリーダイヤルでの登録を呼びかけ、122名が応
募。 
応募者から、①性別、②年齢、③民族、④障害、⑤居住
地域、⑥気候変動に対する見解、⑦多元的剥奪指数に
より 25名を選出。平均 21名が参加。 

無作為抽出による約 8,000世帯に招待状を送付。
292名が応諾、層化抽出により 43名を選出。 
基準は、①性別（3区分）、②年齢（16歳以上・4区
分）、③民族（3区分）、④職業（6区分）、⑤居住地域
（4区分）、⑥気候変動への態度（2区分）。 
38名が初回に参加し、36名が全過程に参加した。 

定員は最大 36名。代表性と多様性を最大化するため
に、以下 3つの枠で募集された。 
・業界（招待および公募）枠：12名。ビジネス、農業、
建設、建築、交通、若手経営者、小規模事業者、気候
変動活動家、生物多様性活動家、エネルギー消費者、
弱者、学生。 
・一般（公募）枠：12名。ローカルメディア・ソーシャル
メディアを通じて募集し、年齢、性別、環境への視点な
どを考慮し選考。250件以上の応募あり。 
・一般（無作為）枠：12名。選挙人名簿から無作為抽
出（16歳以上）。選択された個人が招待に応じない
場合、12名の席がすべて埋まるまで、次の選択が行
われた。 

21年 2月に、第 1段階として無作為抽出による
9,000世帯に会議参加への関心を登録するための
招待状を送付。 
16歳以上で、その住所に居住し、選挙権を有する人
であれば誰でも応募可。 
第 2段階では、①年齢、②性別、③出生国、④地域、
⑤社会的・経済的特性（不動産）、⑥気候変動に対す
る見解の 6つの基準で 45名を選出。 

募集は Sortition Foundationが担当。 
州区内の 10,000世帯（3軒に 1軒の割合）に案内
状を送付。 
264名の応募者から、①性別、②年齢、③民族、④居
住地域、⑤気候変動に対する見解、⑥多元的剥奪指
数により 50名を選出。 
第 1回は 44名が参加。以降 43～44名が参加、最
終的な投票時には 43名が参加。 

郵便名簿からの無作為抽出により 20,000世帯に招
待状を送付、世帯から 16歳以上の構成員 1名が参
加表明可。 
応諾者 499名からの層化抽出により、市の人口統計
を反映した 55名を選出。 
選択基準は、性自認（3区分）性的指向（5区分）年
齢（4区分）民族（3区分）地域（3区分）多元的剥奪
指数（5区分）疾病と障害（2区分）気候変動への態
度（5区分）。 
脱落者が出たため、第 1回のメンバーは 50名とな
り、最終回には 51名が参加。 

答
責
性
・
透
明
性 

一般市民を対象にしたオンライン・プラットフォームが、
会議開催前の 6週間オープンし、2,000名を超える
閲覧があり、提言（アイデア）案が 225件（250
件？）提出された。 
また、地域の企業や団体、学校などと交流する一連の
イベントが開催され、400件近くの提言（アイデア）案
が提出された。 
主催者は、計 613件の提言（アイデア）案から、重複
を除くなどにより 213件を選定し、これが市民会議で
の議論の素材となった。 

会議参加者以外の市民の陪席は、プライバシー保護
の観点から不可。ライブ中継もなし。ただし、すべての

プレゼンや資料は、ビデオクリップやウェブにより公
開。 
事後の正式な第三者評価が、University College 
Londonにより実施され、報告書（42ページ）が 19
年 9月に公表された。 

プレゼンテーションとパネルディスカッションは、
facebookでライブ配信。 
あわせて、すべてのプレゼン資料・配布資料を、市の
webサイトで公開。 
正式な第 3者評価は行われなかった。 

「Big Leeds Climate Conversation」の
YouTubeチャンネルにてライブ配信を実施（陪審員
へのインタビューなども配信）。 
＊本市民陪審もその 1つの構成要素である「Big 
Leeds Climate Conversation」は、約 80のイベ
ントからなり、 
 フォーカスグループ、ワークショップ、オンラインアンケ
ートも含め、気候変動対策に関する広範なパブリック・
コンサルテーションを行った。 

事前および会議に並行して、住民に対するオンライン
調査（244名参加）・オープンフォーラム・若者気候会
議（100名参加）が行われた。 
そこで得られた提言・アイデア・声明は、専門家セッシ
ョンの最終スピーカー枠にまとめて組み込まれた。 

（18歳以下のメンバーが選出されなかったことに対す
る若者団体からの抗議あり。） 
（納税者連合からの「メンバーの利害関係の申告の全
記録」の開示要求あり。） 

市民会議開始前の 21年 2～3月の 6週間、気候変
動に関する公開対話である「気候対話」を実施し、一
般市民からの意見やアイデアを募集。 
提出されたすべてのアイデアの要約は、市民会議のメ
ンバーに提供され、提言が検討される際に議論され
た。 

メールアドレスの登録者に最新情報を提供。66名が
登録。 
また、在住・在勤者なら誰でも、Pol.is（対話型調査ツ
ール）の利用が可能。3週間で 135名が投票。
5,594票が投じられ、132の声明が提出された。 
この結果は、最後の週末に、最終提言の検討材料とし
て提示された。 
主催者および BGCBCの SNSアカウントもコミュニ
ケーションに使用された。 

専門家のプレゼンテーションのビデオ、質疑応答の内
容をまとめたドキュメントが、webサイトで公開され
た。 

各市民会議のwebサイト・報告書、KNOCA・Bürgerrat・環境政策対話研究所の webサイト等をもとに作成。   2023年 6月 / VOICE and VOTE / CC BY-NC-ND 4.0 
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提言は、区議会による投票で全会一致の支持を受け、
カムデン自治区の「2020年気候行動計画」に反映さ
れた。 
行動計画では「気候市民会議」のセクションが設けら
れ、市民会議は 29回にわたって言及された。 
会議実施後、自治区のホームページに気候変動対策
についての情報をシェアし、市民の行動を奨励し支持
するための「Think and Do」というポップアップサイ
トが設置された。 
気候市民会議を契機に、このようなアプローチに対す
る支持が増し、保健福祉に関する熟議プロセスも立ち
上げられた。 

19年 12月、市は市民会議の結果を歓迎し、①市の
持続可能性戦略・気候行動計画に反映する、②計画
実施のために、新たな気候危機対応予算として
1,900万ポンドを追加する、③ゼロ・カーボン・オック
スフォード・パートナーシップを設立し、パートナーに影
響を与える、などを表明。 
さらに、気候変動対策が「市内の低所得世帯に不利益
を与えたり、住民の生活水準を犠牲にするものであっ
てはならない」という、市民会議が明確に表明した懸
念を、プログラムを通じて十分に考慮することを約束。 

市民陪審の「Big Leeds Climate Conversation」
への貢献は、市が 20年 1月に発表した「気候変動
緊急事態対応戦略」で言及された。 
同戦略では、25年までにリーズの炭素排出量を
50％以上削減することが謳われた。 
同年 3月には、リーズ市議会の気候緊急諮問委員会
が、陪審の各提言を具体的に取り上げて回答し、四半
期ごとにその対応を更新することが約束された。 

提言に対して、2020年 7月に、区（議会）からの詳
細な応答がなされた。 
また、気候変動緊急事態対応計画に提言内容が盛り
込まれた。 

22年 8月、CCTBが「気候変動対策計画（22～27
年）」を発表（10月にティンワルドにて承認）。 
計画において、「移行期間中、最も弱い立場の人々を
どのように保護するか」が概説された。 

「カーボンニュートラル戦略」では、政府に対し、議会
で提言を議論した上で、どの提言を受け入れ、どのよ
うに実施するかを記載した回答を公表すること（提言
が受け入れられず、実施されない場合、明確で正当な
理由を提示しなければならないこと）が義務づけられ
ていた。 
21年 11月、政府が提言に対する最初の閣僚回答を
含む「カーボン・ニュートラル・ロードマップ」の草案を
発表。 
22年 4月、草案に関する市民からのフィードバックを
考慮した「カーボン・ニュートラル・ロードマップ」が議
会で承認。 

あわせて、気候市民会議の提言に対する閣僚の回答
をまとめた報告書も公表。 

21年 4月に、4つの住宅協会の最高責任者に提言
を提出。住宅協会は、5つの主要な提言の扱いを明記
した回答書を提出することを約束。 
また同月、メンバー有志が、PSB気候変動対策グルー
プに提言を提出。PSB気候変動対策グループは、5
つの主要な提言の扱いを明記した回答書を提出する
ことを約束。 
その後、BGCBC を含む PSB全体で検討される。 
組織パートナーは、特に 2022年の選挙の時期に、提
言の実施状況を追跡調査する予定。また、進捗の監視
にメンバーを引き続き関与させることも検討する予定。 
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3.会議の運営 

学
習
段
階
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第 1回：気候変動全般、および自治区での気候変動
対策に関する専門家（2名）による情報提供と、グルー
プから 2問ずつの質疑応答。 
第 2回：①家庭、②近隣、③自治体でとりうるアクショ
ンにつき、専門家（各 2名）による 3つのパネルディ
スカッションと質疑応答。 

1日目・2日目がイントロダクションと学習。 
イントロダクションでは、7名の専門家が各 7分のプ
レゼンテーションを行った。 
次いで、5つの分野で、それぞれ①1名の専門家が
10分のプレゼンテーション＋②2～5名の追加パネリ
ストが各 3分のコメントを行った（＝計 27名の専門
家が関与）。 
その都度、グループでの対話と質問作成を行い、講演
者からの回答がなされた。 

22名の専門家がコメンテーターとして情報提供。 
プレゼンテーションは各 15分（パワーポイント禁止。
陪審員は、話を理解するのが難しい場合「レッドカー
ド」を提示する）。25分間の陪審員の対話を経て、30
分の質疑応答。 

参加者は、事前にデービッド・アッテンボローの BBC
ドキュメンタリーを視聴するよう求められた。 
説明会は、参加者がお互いを知り、プロセスを知る機
会として設けられた。また、クリティカル・シンキングに
関する学習も行われた。 
専門家セッション（14コマ）は、①5分または 10分
のプレゼンテーション、②小グループでの質問づくり、
③全体での質疑応答、④専門家が各テーブルを移動
しての深い議論によって構成された。 

専門家によるプレゼンテーションあり。／ファシリテー
ターを伴う小グループでの熟議あり。 

アドバイザリー・パネルが、①運輸、②家庭でのエネル
ギー利用（特に冷暖房と調理）の 2つを気候変動の
重要な国内要因として認識し、このトピックに集中する
ことを決定。 
また、講演者の選定や提供する情報も検討。 
情報提供は、ビデオプレゼンテーションと、それに続く
スピーカーとの質疑応答にて実施。 

学習段階は、「クリティカル・シンキング入門」「テーマ
ごとの専門家からの講演」「講演者への質疑応答と参
加者間の議論」で構成。 
講演のテーマは、「気候変動入門」「公平性と公正な
移行をめぐる問題」「変化の起こり方」「住宅」「自然・
緑地」「交通」。 
20名以上の異なる専門家から情報提供がなされ、セ
ッションで回答されなかった質問には電子メールで回
答された。 

全講演終了後、検討に最も役立つと思われる講演者を
投票で選び、選ばれた講演者は、小グループでより深
い議論を行う際に、再度招聘された。 

全 5回のセッションは、専門家のプレゼンテーションと
質疑応答、全体ディスカッション、小グループでのディ
スカッションで構成。 
情報保障のために、事前に収録したプレゼンテーショ
ンに字幕を付して再生するとともに、講演者がセッショ
ンに参加して質問を受ける形式が採用された。 

熟
議
段
階
の
実
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第 3回：9テーブルに分かれての熟議（専門家 3名
が質問に答えるために陪席）。 
午前は、①家庭、②近隣、③自治体のそれぞれにつき
3つのテーブル（計 9テーブル）に分かれ、3回のラ
ウンドで提言を議論（ラウンドごとにテーマを移動）。 
第 1巡：アイデアを「採用」「要改善」「不要」に区分。

第 2巡：各テーブルで 4～5つを選択。第 3巡：各テ
ーマ（＝3テーブル合同）で 6つに絞り込み。 
午後は、新しいメンバーで 9グループを構成し、無作
為に割り当てられた 2つの提言の詳細（アクション）を
検討。 
メイン Fr は 2名（Invlove と Democratic 
Society）。グループ Frは、自治区の職員と独立の
Frが担当（職員には Involveによるトレーニングあ
り）。 

3日目・4日目午前がメンバーによる熟議。 
8名×6テーブルに分かれ、メンバーは毎日シャッフル
された。テーブルごとに、経験豊富なファシリテーター
とノートテイカーが配置された。 
テーマごとに、それぞれ 3つのシナリオ（市が作成）が
提示され、それぞれのコベネフィットとトレードオフに関

し、メンバーの間で議論がなされた。 

Shared Futureの 2名がファシリテーターとしてサ
ポート。 
①歓迎と舞台設定、②気候変動の影響、③リーズの現
状、④変化への国際的な視点＋陪審員によるテーマ設
定、⑤⑥⑦テーマごとの検討、⑧財政＋提言作成、⑨
提言作成+投票。 

プログラムの詳細は以下を参照。 
https://www.leedsclimate.org.uk/leeds-
climate-change-citizens-jury-sessions-
overview 

第 1日は、①小グループで区のビジョンを話し合い、イ
ラストで表現する、②それぞれのイラストの根拠を聞い
た後、好ましいビジョンに投票する、③ビジョンが何を
意味するのか、グループで短いロールプレイを行う、と
いう作業が行われた。 
第 2日は、①すべての提言を長いリストにまとめ、関連

するテーマに分類する、②グループ内で、提言に対して
シールで採点する、③参加者が付箋でコメントを付す、
④原案者が最終的な提言をまとめる、という作業が行
われた。 

第 1回（20年 10月）：市民フォーラムに参加するこ
とで、何が良い経験になり、時間を有効に使えるか 
第 2回（20年 12月）：家庭の暖房と照明 
第 3回（21年 2月）：どうすれば対策が公平なもの
となり、弱い立場の人々が守られるのか（本テーマはメ
ンバーからの要請により設定）／電力の供給源 

第 4回（21年 5月）：ライフスタイル 
第 5回（21年 7月）：5 ヵ年計画 

最初に、すべての声が公平に聴かれるようにするため
の「会話ガイドライン」に合意がなされた。 
その後、6〜7名×7グループ（各グループにファシリ
テーターを配置）に分かれ、ブレイン・ストーミングを実
施。 
アイデアはファシリテーターによって運輸・家庭それぞ

れ 7つのテーマに集約され、メンバーによって合意さ
れた。その後、テーマごとにグループに分かれ、提言を
作成。 
提言が具体化するにつれ、他グループの提言に対して
も検討・コメントする機会が与えられ、各グループはそ
のフィードバックに基づいて提言を練り直した。 
2つのテーマを順次検討した後、全体会議で「持続可
能な金融」に関する提言に取り組んだ。 

当初のテーマは「住宅の改修」「住宅の新築」「自然・
緑地」「交通」。メンバーからの提案で「貧困」「コミュ
ニケーション」「教育」「廃棄物・リサイクル」を追加。 
メンバーは、どのテーマで提言を作成するかを選択し、
グループに分かれて、1テーマにつき 3つの提言案を
作成。 

その後、各自が他の 7つのテーマを訪問し、提言案に
質問やコメントを行い、それをもとに、元のグループで
提言を洗練させた。 

8つの分科会（6～7名のブレイクアウト・セッション）
は、Ipsosの経験豊富なモデレーターが進行。各グル
ープには専門のノートテイカーも配置された。 
オブザーバー （グラスゴー市（議会）のスタッフや議
員）も分科会を傍聴できたが、ノートテイカーとオブザ
ーバーはカメラ・マイクオフでの参加が求められた。 

決
定
段
階
の
実
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18の提言案のうち、家庭に関する 1つにつき、小グ
ループでの議論で疑義が生じ、全体で賛否の投票を
行った結果、削除された。 

その後、17 の提言に対する参加者全員による投票を
実施し、すべての提案が 75％以上の支持を得た（大
半が 90％以上の支持を受けた）。 
熟議段階における、時間・背景情報・評価基準等の不
足により、アイデアの適切な評価が困難であったとの
指摘あり。 
また、投票は「提言（アイデア）」に対するものであり、
直前に検討した「詳細（アクション）」は対象外であっ
たことに対する不満もあった。 

4日目午後が投票。 
①5つの分野それぞれ 3つのシナリオに対する投票、
②責任の所在を問う投票、③追加の 10 の質問に対

する投票、④付託事項（ネット・ゼロの時期）に対する
投票が行われた。 
②の質問は以下 4つ：「誰が変化の責任を負うべき
か？」「どうすれば最も早く変化を実現できるか？」「変
化への財源はどうするか？」「どのような土地利用が優
先されるべきか？」 

「交通」「住宅」「コミュニケーション／コミュニティ参
加」の 3つのテーマで 12の提言を作成。 
各自が 7つを選び、匿名で投票を行って、得票順の提

言とした。 
もっとも得票を集めた提言は 20票、最下位は 3票。 

以下の「総合的なメッセージ」と「具体的な提言」のそ
れぞれにつき、投票が行われた。 
「具体的な提言」については、24の提言のうち、最終

投票で 80％以上の支持を得た 21の提言が採用さ
れた。 

「CCTBに対して、コミュニティの視点から知見やフィ
ードバックを提供すること」「気候変動対策チームに情
報を提供するフォーカスグループとして機能すること」

が目的であるため、提言の取りまとめはなし。 

提言を評価する際の「価値観」（22項目）に対し、各
人が最大 7票を投じ、優先順位を確認した。 
その上で、運輸・家庭各 7つの提言に対し、優先順位

の投票を実施。 
あわせて、カーボンニュートラルを実現する時期に関す
る投票も実施。2030～50年を 5年刻みで 5つの
選択肢とし、補足投票で時期を決定した。 
＊補足投票（SV）：各人が第 1希望・第 2希望を選
択し、第 1希望で絶対過半数を獲得した選択肢がな
い場合、最も票数の少ない選択肢を除外し、第 2希望
を各選択肢に分配する。 
これを順次行い、1つの選択肢が 50％以上の票を獲
得するまで続ける。 

付託事項は、「公平で、すべての人の生活水準を向上
させる方法で気候危機に取り組むために、ブライナイ・
グエントでは何をすべきか」。 

気候危機に対処するために、地域の公共サービス組
織、コミュニティ、個人ができることに関する提言を作
成した。 
47名中 43名が、最終的な提言に投票。5つの提言
が 80%以上の票を獲得し、正式に可決。 

最終セッションを前に、Ipsos MORIが 4回のセッシ
ョンで得られた知見を分析し、合計 16の提言の草案
を作成。 

最終セッションで、草案を審議・修正するとともに、得
点による順位づけを行った。 

4.会議の効果 

提
言
の
内
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最終報告書（40ページ）は、Involve とカムデン自治
区が協働で作成。プロセスの概要と最終提言の結果
などを客観的に記述。 
19年 10月、2名の会議代表メンバーによって、区議
会本会議に提出された。 

41名中 37名が、50年よりも早くネット・ゼロを達成
することを目指すべきだとしたが、その時期に関する合
意は得られなかった。 
最終報告書（109ページ）は、Ipsos MORIが作
成。 

バスの再公営化、市を挙げての住宅改修プログラムの
実施、環境に配慮した新しい資金源の開発、リーズ・ブ
ラッドフォード空港の拡張の中止など。 
提言は、20年 1月にリーズ市議会の気候緊急諮問
委員会（Leeds City Council’s Climate 
Emergency Advisory Committee）に提出され
た。 

提言の骨子は 6つのテーマ（「教育・認識・行動」「技
術とエネルギー」「移動（交通・旅行）」「食品とリサイ
クル」「環境と屋外空間」「建物と家屋」）で構成され
た。 
それぞれのテーマのもと、「総合的なメッセージ」と「具
体的な提言」が作成された。 

  タスクは「カーボンニュートラルに向けて、我々はどのよ
うに協力すべきか？」という問いに答え、ジャージー議
会に提言すること。 
提言内容は、①カーボンニュートラル達成のための
様々なシナリオの意味とトレードオフ、②主要セクター
におけるゼロ・エミッションへの完全移行の達成時期。 
最終報告書は、21年 6月、環境大臣によりジャージ
ー議会に提出された。 

80％以上の支持を得た提言は以下の 5つ。「交通：
道路と鉄道のシステム統合」、「交通：安全で維持しや
すいインフラの整備・改善」、「住宅（改修）：地元の職
人の訓練と資格創設」「緑地・自然：森林保全プログ
ラムの実施」、「住宅（新築）：すべての新築物件に最
新の設備を導入」。 

タスクは「2030年までに市がネットゼロへの「公正な
移行」を実現する方法」の提言。 
アドバイザリー・グループが設定した「循環型経済」
「グリーン経済・雇用・技能」「家庭用エネルギー」「食
料・食生活」の 4つのトピックに沿った 15の提言を
策定。 
輸送、廃棄物、リサイクルなどについては、すでに広範
な協議が行われているため、市民会議では取り上げら
れなかった。 
断熱性とエネルギー効率の低い 42万戸の住宅の改
修のための税制（約 110億ポンド）というアイデアは
十分な支持を得られず、最終提言から除外された。 


